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完全失業者300万人
を突破（H11）

第３期
地球環境問題が

認識され始めた時期
（昭和60年代以降）

公害防止管理の位置付けの変遷

公害問題・環境問題の社会的な認識では、1970年代と現在では、「産業型公害→都市生活型

公害→地球環境問題」へと社会的な関心軸が変化し、それに伴う政策展開が見られる。

第２期
都市生活型公害が顕在化
してきた経済の安定成長期
（昭和48年～昭和50年代）

第1期
産業型公害が発生した

高度経済成長期
（昭和30年代中頃～昭和47年）

イタイイタイ病・
水俣病・

四日市公害など
（S30～S40)

いざなぎ景気
（S40.10-S45.7)

列島改造景気
（S46.12-S48.12)

バブル景気
（S61.11-H3.2)

失われた10年
（1990年代)

公害対策基本法制定（S42）

公害国会
14本の公害関連法案成立
[水質汚濁防止法等]（S45）

光化学スモッグ被害、
東京で頻発（S45）

深刻な大気汚染発生
PCB環境汚染問題化

環境庁発足
（S46）

OECD環境政策レビュー

日本の公害防除成功評価も
「環境の質」の向上の
必要性指摘（S52）

南極上空のオゾン
ホール発見（S60）

気候変動政府間
パネル（IPCC）
設立（S63）

リオデジャネイロ
地球サミット（H4）

環境基本法
制定（H5）

NOｘ排出総量規制
制度導入（S56）

COP3
京都議定書採択（H9）

化学物質排出把握
管理促進法制定（H11）

土壌汚染対策法
施行（H15）

社会経済

環境対策

環境影響評価法
制定（H9）

オゾン法保護法
制定（S63）

（出典）H14環境白書等をもとに作成

容器包装ﾘｻｲｸﾙ法
制定（H7）

「予防原則」による
未然防止の考え方

が一般化

環境の
状況

排水規制法制定（S33）
ばい煙規制法制定（S37）

大気汚染防止法制定（S43）

SOｘ排出総量規制
制度導入（S49）

COD発生負荷量
総量規制開始（S54）

瀬戸内海で赤潮
大発生（S51）


